
平成 年度当初予算（案）　事業別シート 宇陀市

人

備考

国民健康保険制度は医療保険制度の最後の砦であり、誰もが
安心して医療が受けられ、健康で生き生きとした社会の実現をめ
ざす。

単位当たりコスト　　　　（円） 231,481 239,024

事業の
目　標

療養給付費等負担金
　　356,440千円
財政調整交付金（国）
　　145,958千円
財政調整交付金（県）
　　　96,481千円
前期高齢者交付金（支払基金）
　1,095,680千円
療養給付費等交付金（支払基金）
　　278,757千円
一般会計繰入金
　　　92,688千円
諸収入等（第三者納付金等）
　　　 3,650千円

0.88

活動指標の実績 10,834
単
位

人 10,700
単
位

総事業費：人件費含む （千円） 2,507,860 2,557,552

活動指標名 被保険者数

活動指標の算式 －

増減額 ▲ 23,202

決算額又は決算見込額 （千円） 2,500,820 2,550,512

従事職員数【人工】 0.88

事 業 の コ ス ト 平成24年度（実績） 平成25年度（見込） 特定財源の状況

7,040 7,040人件費 （人工×8,000千円）

事業の成果

医療費のうち概ね７割を保険給付費として保険者が負担すること
により、国民健康保険加入者が安心して医療を受けられるように
なった。

2,559,510

当初予算額
Ｈ25 2,582,712

現計予算額

Ｈ25 2,582,712

H26予算額

一般財源 489,856

その他 1,470,775

県　費 96,481

市　債

総合計画 基本計画　第２章　第２節　地域医療体制の充実

Ｈ26年度事
業の概要

財源の内訳　　（単位：千円）国保連合会からの請求に基づき、国保被保険者の入院、入院外、調剤、
歯科、食事療養等に係る費用から一部負担金を除いた概ね７割を療養給
付費として支払うとともに、その審査支払いに係る手数料を支払う。また、
柔道整復施術、補装具等の購入に係る費用の一部を支給する。
・一般被保険者療養給付費・・・2,244,872千円
・一般被保険者療養費・・・・26,981千円
・退職被保険者等療養給付費・・・276,808千円
・退職被保険者等療養費・・・・2,611千円
・審査支払手数料・・・・8,238千円

分担金

使用料

国　費 502,398

根拠条例等 国民健康保険法、宇陀市国民健康保険条例

細
目

事業の目的

国民健康保険被保険者が安心して疾病・負傷により医療行為を
受けられ、適切に保険給付を行うことを目的とする。

項 1

目

療養諸費

区分 № 区分名

款 2 保険給付費

所管課 101 保険年金課 （市民環境部） 宇陀市国民健康保険事業特別会計予算

26 国民健康保険事業特別会計

事業
区分

継続
事業
名 療養諸費給付事業

年度 会計 区分 所属
<2014> <7> <2-1--> <101>

Ａ

Ｂ

Ａ－Ｂ

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５（見込）
9,946 9,769 9,750

1,015 1,065 950

10,961 10,834 10,700

225,611 226,164 232,214

2,832 3,137 2,950

229,417 234,085 259,701

3,411 3,191 3,044

一般被保険者療養給付費

一般被保険者療養費

退職被保険者等療養給付費

退職被保険者等療養費

平
均

被
保
数

1
人
あ
た
り

の
給
付
費
等

一般

退職等

計
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平成 年度当初予算（案）　事業別シート 宇陀市

人

備考

単位当たりコスト　　　　（円） 30,029 29,934

事業の
目　標

療養給付費等負担金（国）
　 42,940千円
財政調整交付金（国）
　 16,147千円
財政調整交付金（県）
　 11,627千円
療養給付費等交付金（支払基金）
　 44,910千円
共同事業交付金（国保連）
　191,885千円
一般会計繰入金
　 11,168千円

0.85

活動指標の実績 10,834
単
位

人 10,700
単
位

総事業費：人件費含む （千円） 325,335 320,293

活動指標名 被保険者数

活動指標の算式 －

増減額 ▲ 21,933

決算額又は決算見込額 （千円） 318,535 313,493

従事職員数【人工】 0.85

事 業 の コ ス ト 平成24年度（実績） 平成25年度（見込） 特定財源の状況

6,800 6,800人件費 （人工×8,000千円）

事業の成果

高額療養費は、高額な自己負担を軽減するもので、加入者が
安心して医療にかかれるように支援することによって、早期検査
治療をしやすくするもので、重症化する前の治療によって将来的
な医療費の抑制に繋げられる。

318,784

当初予算額
Ｈ25 340,717

現計予算額

Ｈ25 340,717

H26予算額

一般財源 107

その他 247,963

県　費 11,627

市　債

総合計画 基本計画　第２章　第２節　地域医療体制の充実

Ｈ26年度事
業の概要

財源の内訳　　（単位：千円）高額療養費は、高額医療に該当した国保加入者に対して通知し、申請
があった者に対して1ヶ月の負担限度額を超えて支払った金額を支給す
る。また、高額介護合算療養費は、介護保険を受けている方が介護と医
療で年間負担額を超えて支払った場合に支給するもので、国保連合会か
らの対象者リストに基づき通知し、申請のあった者に支払う。
・一般高額療養費・・・・・・273,493千円
・一般介護合算療養費・・・・・ 274千円
・退職高額療養費・・・・・・・44,972千円
・退職介護合算療養費・・・・・・45千円

分担金

使用料

国　費 59,087

根拠条例等 国民健康保険法

細
目

事業の目的

国民健康保険の加入者が高額な医療費を支払った場合に、そ
の経済的負担を軽減するために負担限度額を超えた金額を支払
う。

項 2

目

高額療養費

区分 № 区分名

款 2 保険給付費

所管課 101 保険年金課 （市民環境部） 宇陀市国民健康保険事業特別会計予算

26 国民健康保険事業特別会計

事業
区分

継続
事業
名 高額療養費支払事業

年度 会計 区分 所属
<2014> <7> <2-2--> <101>

Ａ

Ｂ

Ａ－Ｂ

○１人あたりの高額療養費（介護合算療養費込み）

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５（見込）

29,113 28,695 28,267

31,688 35,881 39,884

一般被保険者分

退職被保険者等分
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平成 年度当初予算（案）　事業別シート 宇陀市

人

備考

単位当たりコスト　　　　（円） 1,494 1,440

事業の
目　標

一般会計繰入金
　9,240千円

0.14

活動指標の実績 10,834
単
位

人 10,700
単
位

総事業費：人件費含む （千円） 16,188 15,408

活動指標名 被保険者数

活動指標の算式 ―

増減額 ▲ 420

決算額又は決算見込額 （千円） 15,068 14,288

従事職員数【人工】 0.14

事 業 の コ ス ト 平成24年度（実績） 平成25年度（見込） 特定財源の状況

1,120 1,120人件費 （人工×8,000千円）

事業の成果

出産時の多額の経済的負担を助成することで、安心して産める
環境づくりが出来た。

＜支払件数＞
　　平成22年度・・・・33件
　　平成23年度・・・・34件
　　平成24年度・・・・36件
　　平成25年度（見込）・・・34件

13,868

当初予算額
Ｈ25 14,288

現計予算額

Ｈ25 14,288

H26予算額

一般財源 4,628

その他 9,240

県　費

市　債

総合計画 基本計画　第２章　第５節　子育て支援が充実したまち

Ｈ26年度事
業の概要

財源の内訳　　（単位：千円）1児につき42万円（産科医療保障制度加入医療機関でない場合
は、39万円）を、直接支払制度利用者分は国保連合会に（併せて
審査支払手数料を支払う。）、直接支払制度未利用者分または直
接支払制度利用者のうち出産費用が42万円（産科医療保障制度
に未加入の医療機関の場合は39万円）に満たなかった分（差額
分）を申請者に支払う。
＜平成26年度予算＞
・出産育児一時金・・・・・・13,860千円（42万円×33人）
・出産育児一時金支払手数料・・・8千円

分担金

使用料

国　費

根拠条例等 国民健康保険法、宇陀市国民健康保険条例

細
目

事業の目的

国民健康保険被保険者の出産に際し、その費用の一部を助成
することで経済的負担を軽減する。

項 4

目

出産育児諸費

区分 № 区分名

款 2 保険給付費

所管課 101 保険年金課 （市民環境部） 宇陀市国民健康保険事業特別会計予算

26 国民健康保険事業特別会計

事業
区分

継続
事業
名 出産育児諸費支払事業

年度 会計 区分 所属
<2014> <7> <2-4--> <101>

Ａ

Ｂ

Ａ－Ｂ
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平成 年度当初予算（案）　事業別シート 宇陀市

<2014> <7> <2-5--> <101>
年度 会計 区分 所属

26 国民健康保険事業特別会計

事業
区分

継続
事業
名 葬祭費支払事業

区分名

所管課 101 保険年金課 （市民環境部） 宇陀市国民健康保険事業特別会計予算

款 2 保険給付費

区分

項 5

目

葬祭諸費

根拠条例等 国民健康保険法、宇陀市国民健康保険条例

細
目

事業の目的

国民健康保健被保険者が死亡した場合に、葬祭費を支給する
ことで、葬儀を執り行った方の費用軽減を図る。

№

使用料

国　費

総合計画

Ｈ26年度事
業の概要

財源の内訳　　（単位：千円）国民健康保険被保険者の方が死亡した場合、申請によって葬
儀を行った方に葬祭費として3万円を支給する。

＜平成26年度予算＞
　＠30,000円×7.5人×12月＝2,700,000円

分担金

県　費

市　債

2,700

当初予算額

一般財源 2,700

H26予算額

特定財源の状況

事業の成果

○葬祭費支払件数
　　平成22年度・・・・64件
　　平成23年度・・・・75件
　　平成24年度・・・・66件
　　平成25年度（見込）・・・67件

その他

2,520
現計予算額

Ｈ25 2,520
Ｈ25

総事業費：人件費含む （千円） 5,020 5,050

活動指標名

増減額 180

3,040

事 業 の コ ス ト 平成24年度（実績） 平成25年度（見込）

0.38 0.38

人件費 （人工×8,000千円） 3,040

従事職員数【人工】

―

決算額又は決算見込額 （千円） 1,980 2,010

単
位

人 10,700
単
位

被保険者数

活動指標の算式

単位当たりコスト　　　　（円） 463 472

事業の
目　標

人活動指標の実績 10,834

備考

Ａ

Ｂ

Ａ－Ｂ
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平成 年度当初予算（案）　事業別シート 宇陀市

<2014> <7> <3-1--> <101>
年度 会計 区分 所属

26 国民健康保険事業特別会計

事業
区分

継続
事業
名 後期高齢者支援金事業

区分名

所管課 101 保険年金課 （市民環境部） 宇陀市国民健康保険事業特別会計予算

款 3 後期高齢者支援金等

区分

項 1

目

後期高齢者支援金等

根拠条例等 国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律

細
目

事業の目的

後期高齢者医療制度の安定的な運営のため、国民健康保険な
ど現役世代の保険者が一定の財政支援を行う。

№

使用料

国　費 233,955

総合計画 基本計画　第２章　第２節　地域医療体制の充実

Ｈ26年度事
業の概要

財源の内訳　　（単位：千円）75歳以上の方などを対象とした後期高齢者医療制度において
は、医療給付費のうち、約10％を後期高齢者の方の保険料で賄
い、残りの1/2を現役世代の保険者が支払基金を通じて、それぞ
れの被保険者数に応じて負担する。なお、基金への支払額はそ
の年度の概算額に前々年度の精算額を加減して支払う。また、
支援金の支払事務処理に関する費用も支払基金に支払う。
・H26年度支援額（H26年度概算額＋H24年度精算額）
　591,398,248円-14,083,188円＝577,316千円
・H26年度事務手数料　　44千円

分担金

県　費 45,774

市　債

577,360

当初予算額

一般財源 78,167

H26予算額

219,464

特定財源の状況

事業の成果

後期高齢者医療制度に財政的支援をすることで、後期高齢者
医療制度の継続的な運営に寄与している。。

■支出状況
　　平成22年度　435,794千円（支援金）＋58千円（事務費）
　　平成23年度　485,086千円（支援金）＋48千円（事務費）
　　平成24年度　535,001千円（支援金）＋41千円（事務費）
平成25年度（見込） 558,325千円（支援金）＋46千円（事務

費）

その他

560,539
現計予算額

Ｈ25 560,539
Ｈ25

総事業費：人件費含む （千円） 535,202 558,531

活動指標名

増減額 16,821

160

事 業 の コ ス ト 平成24年度（実績） 平成25年度（見込）

0.02 0.02

人件費 （人工×8,000千円） 160

療養給付費等負担金（国）
　162,751千円
財政調整交付金（国）
　 71,204千円
財政調整交付金（県）
　 45,774千円
療養給付費等交付金（支払基金）
　 50,000千円
前期高齢者交付金
　132,033千円
一般会計繰入金
　 37,431千円

従事職員数【人工】

―

決算額又は決算見込額 （千円） 535,042 558,371

単
位

人 10,700
単
位

被保険者数

活動指標の算式

単位当たりコスト　　　　（円） 49,400 52,199

事業の
目　標

人活動指標の実績 10,834

備考

Ａ

Ｂ

Ａ－Ｂ
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平成 年度当初予算（案）　事業別シート 宇陀市

<2014> <7> <6-1--> <101>
年度 会計 区分 所属

26 国民健康保険事業特別会計

事業
区分

継続
事業
名 介護納付金

区分名

所管課 101 保険年金課 （市民環境部） 宇陀市国民健康保険事業特別会計予算

款 6 介護納付金

区分

項 1

目

介護納付金

根拠条例等 国民健康保険法、介護保険法

細
目

事業の目的

国保に加入している介護保険第2号被保険者に係る介護納付
金を社会保険診療報酬支払基金に支払うことで、介護保険制度
の安定的な運営と社会保障制度の維持を図る。

№

使用料

国　費 123,648

総合計画 基本計画　第２章　第２節　地域医療体制の充実

Ｈ26年度事
業の概要

財源の内訳　　（単位：千円）国民健康保険被保険者で介護保険第2号被保険者（40歳～64
歳）に係る保険料分として社会保険診療報酬支払基金へ毎月拠
出金を納付する。なお、本納付金は、国民健康保険税に加え、
国・県支出金等を財源としている。

平成26年度納付額＝平成26年度概算額＋平成24年度精算額
　270,219,109円－6,517,918円＝263,702千円

分担金

県　費 23,184

市　債

263,702

当初予算額

一般財源 104,668

H26予算額

12,202

特定財源の状況

事業の成果

■支出状況
　　平成22年度　　　　202,214,304円
　　平成23年度　　　　219,028,439円
　　平成24年度　　　　239,490,916円
　　平成25年度見込　234,069,441円

その他

256,457
現計予算額

Ｈ25 256,457
Ｈ25

総事業費：人件費含む （千円） 239,651 234,230

活動指標名

増減額 7,245

160

事 業 の コ ス ト 平成24年度（実績） 平成25年度（見込）

0.02 0.02

人件費 （人工×8,000千円） 160

療養給付費等負担金（国）
　82,432千円
財政調整交付金（国）
　41,216千円
財政調整交付金（県）
　23,184千円
一般会計繰入金
　12,202千円

従事職員数【人工】

－

決算額又は決算見込額 （千円） 239,491 234,070

単
位

人 3,960
単
位

介護保険第２号被保険者数

活動指標の算式

単位当たりコスト　　　　（円） 59,793 59,149

事業の
目　標

人活動指標の実績 4,008

備考

Ａ

Ｂ

Ａ－Ｂ
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平成 年度当初予算（案）　事業別シート 宇陀市

人

備考

単位当たりコスト　　　　（円） 51,211 51,634

事業の
目　標

高額医療費共同事業負担金（国）
　　　 29,647千円
高額医療費共同事業負担金（県）
　　　 29,647千円
高額医療費共同事業交付金（国保連）
　　　 25,491千円
保険財政共同安定化事業交付金（国
保連）　273,177千円
一般会計繰入金
　　　　　　　2千円

0.07

活動指標の実績 9,769
単
位

人 9,750
単
位

総事業費：人件費含む （千円） 500,279 503,430

活動指標名 被保険者数

活動指標の算式 ―

増減額 1

決算額又は決算見込額 （千円） 499,719 502,870

従事職員数【人工】 0.07

事 業 の コ ス ト 平成24年度（実績） 平成25年度（見込） 特定財源の状況

560 560人件費 （人工×8,000千円）

事業の成果 500,198

当初予算額
Ｈ25 500,197

現計予算額

Ｈ25 500,197

H26予算額

一般財源 142,234

その他 298,670

県　費 29,647

市　債

総合計画 基本計画　第２章　第２節　地域医療体制の充実

Ｈ26年度事
業の概要

財源の内訳　　（単位：千円）拠出金には一般被保険者の1件80万円以上の医療費に対応す
る高額医療共同事業拠出金と、20万円以上80万円までの医療費
に対応する保険財政共同安定化事業拠出金がある。また、退職
被保険者なのに一般被保険者となっている方に保険証区分変更
手続きを案内するために、国保連合会に「年金受給者リスト」の
打ち出し費用を支払っている。
　・高額医療費共同事業拠出金　　　　　118,591千円
　・保険財政共同安定化事業拠出金　　381,605千円
　・その他の共同事業（年金リスト分）　         2千円

分担金

使用料

国　費 29,647

根拠条例等 国民健康保険法　

細
目

事業の目的

高額な医療費の発生が市町村の国保財政に与える影響を緩和
し、市町村間の財政の平準化、保険財政の安定化を図るため、
県内市町村が一定の割合により国保連合会へ拠出し合い、高額
な医療費が発生した市町村に一定の割合で交付される再保険制
度である。 項 1

目

共同事業拠出金

区分 № 区分名

款 7 共同事業拠出金

所管課 101 保険年金課 （市民環境部） 宇陀市国民健康保険事業特別会計予算

26 国民健康保険事業特別会計

事業
区分

継続
事業
名 共同事業拠出金

年度 会計 区分 所属
<2014> <7> <7-1--> <101>

Ａ

Ｂ

Ａ－Ｂ

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５（見込）

94,442,807 112,691,038 114,104,769

353,170,724 387,025,369 388,762,744

1,600 1,152 1,300

23,610,701 28,172,759 28,526,192

23,610,701 28,172,759 28,526,192

96,126,352 83,029,618 80,920,000

363,333,516 384,752,696 368,007,000

歳
入

高額拠出金国庫負担金

高額拠出金県費負担金

高額共同事業交付金

保険財政共同事業交付金

歳
出

高額共同事業事業拠出金

保険財政共同事業拠出金

その他の共同事業
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平成 年度当初予算（案）　事業別シート 宇陀市

人

備考

医療費の抑制・適正化を図るとともに、生活習慣病の予防と健
康で明るい社会を実現する。

単位当たりコスト　　　　（円） 995 1,132

事業の
目　標

財政調整交付金（国）
　2,215千円
財政調整交付金（県）
　6,824千円
雑入
　1,486千円

0.02

活動指標の実績 10,834
単
位

人 10,700
単
位

総事業費：人件費含む （千円） 10,784 12,114

活動指標名 被保険者数

活動指標の算式 ―

増減額 30

決算額又は決算見込額 （千円） 10,624 11,954

従事職員数【人工】 0.02

事 業 の コ ス ト 平成24年度（実績） 平成25年度（見込） 特定財源の状況

160 160人件費 （人工×8,000千円）

事業の成果 16,982

当初予算額
Ｈ25 16,952

現計予算額

Ｈ25 16,952

H26予算額

一般財源 6,457

その他 1,486

県　費 6,824

市　債

総合計画 基本計画　第２章　第２節　地域医療体制の充実

Ｈ26年度事
業の概要

財源の内訳　　（単位：千円）◆平成26年度の主な事業
　・人間ドツク・脳ドック助成事業　　6,171千円
　・ジェネリック薬品差額通知・希望カード作成　　363千円
　・医療レセプトの点検　　　　　　　　2,308千円
　・医療費通知　　　　　　　　　　　　　2,208千円
　・結核・精神レセ調査（新規）　 　　1,000千円
　・うだ体操リニューアル（新規）    　 318千円
　・健康チェック事業（新規）　　　　　  103千円
　・その他運動教室委託事業等　　 4,511千円

分担金

使用料

国　費 2,215

根拠条例等

細
目

事業の目的

病気の早期発見・早期治療や医療レセプトの再点検、また、運
動習慣を身につけることで、健康の保持増進、医療費の適正化・
削減を図り、健全な国保運営に資することを目的とする。

項 1

目

保健事業費

区分 № 区分名

款 8 保健事業費

所管課 101 保険年金課 （市民環境部） 宇陀市国民健康保険事業特別会計予算

26 国民健康保険事業特別会計

事業
区分

継続
事業
名 保健事業費

年度 会計 区分 所属
<2014> <7> <8-1--> <101>

Ａ

Ｂ

Ａ－Ｂ

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５（見込）

148 154 150

72 78 80

28,885 28,543 28,474

124 833 2,359ジェネリック差額通知件数

人間ドック受診者数

脳ドック受診者数

医療費通知件数（年６回）
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平成 年度当初予算（案）　事業別シート 宇陀市

人

備考

単位当たりコスト　　　　（円） 4,426 3,163

事業の
目　標

特定健康診査等負担金（国）
　 3,717千円
特定健康診査等負担金（県）
　 3,717千円
財政調整交付金（県）
　10,156千円
雑入
　 2,132千円

1.96

活動指標の実績 10,834
単
位

人 10,700
単
位

総事業費：人件費含む （千円） 47,946 33,846

活動指標名 被保険者数

活動指標の算式 ―

増減額 2,785

決算額又は決算見込額 （千円） 32,266 18,166

従事職員数【人工】 1.96

事 業 の コ ス ト 平成24年度（実績） 平成25年度（見込） 特定財源の状況

15,680 15,680人件費 （人工×8,000千円）

事業の成果 23,970

当初予算額
Ｈ25 21,185

現計予算額

Ｈ25 21,185

H26予算額

一般財源 4,248

その他 2,132

県　費 13,873

市　債

総合計画 基本計画　第2章　第１節　健康づくりの推進

Ｈ26年度事
業の概要

財源の内訳　　（単位：千円）保健センターでの集団健診を中心に、健診受診率の向上を目
指し、下記の施策を遂行する。
　・電話や文書による受診勧奨
　・節目年齢無料健診
　・歯周病検診の実施
　・さらっとヘルシー教室の実施
　・お早め健診（35歳～39歳）
　・運動教室利用助成（新規）

分担金

使用料

国　費 3,717

根拠条例等 高齢者の医療の確保に関する法律

細
目

事業の目的

健康診査の実施により、メタボリックシンドローム該当者及びそ
の予備群を早期に発見し、保健指導を行うことで、生活習慣病を
予防し、将来的な医療費の適正化と抑制を図ることを目的とす
る。

項 2

目

特定健康診査等事業費

区分 № 区分名

款 8 保健事業費

所管課 101 保険年金課 （市民環境部） 宇陀市国民健康保険事業特別会計予算

26 国民健康保険事業特別会計

事業
区分

継続
事業
名 特定健康診査・特定保健指導事業

年度 会計 区分 所属
<2014> <7> <8-2--> <101>

Ａ

Ｂ

Ａ－Ｂ

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５（見込）

7,460 7,480 7,400

1,740 1,817 2,000

23.3% 24.3% 27.0%

219 228 240

62 74 84

28.3% 32.5% 35.0%

対象者数（４０歳以上）

受診者数

受診率（法定報告分）

特
定
健
診

保
健
指
導

対象者数

指導支援終了者数

指導支援終了率
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平成 年度当初予算（案）　事業別シート 宇陀市

備考

健康と長寿を確保しつつ、医療費の伸びを抑制する。 <予算案のポイント>
【重点事業】
2.健康なまちづくりプロジェクト
 (1)“ウェルネスシティ推進”事業

単位当たりコスト　　　　（円）

事業の
目　標

県財政調整交付金（特別調整交付金）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 792千円

人件費 （人工×8,000千円）

活動指標の算式

活動指標の実績
単
位

単
位

活動指標名

事 業 の コ ス ト 平成24年度（実績） 平成25年度（見込）

従事職員数【人工】

総事業費：人件費含む （千円）

特定財源の状況

増減額 792

決算額又は決算見込額 （千円）

事業の成果 792

一般財源

H26予算額

Ｈ25
当初予算額
Ｈ25

現計予算額

根拠条例等

総合計画 基本計画　第２章　第１節　健康づくりの推進

その他

Ｈ26年度事
業の概要

財源の内訳　　（単位：千円）大人のための運動教室に参加して健康づくりをした場合に、そ
の利用費を助成する。
　特定健診受診者：月1,000円を助成
　要保健指導対象者：利用額の全額（月3,000円）を助成

分担金

市　債

国　費

県　費

使用料

792

高齢者の医療の確保に関する法律

保健指導要支援者などに、運動教室に参加する費用を助成す
ることで、経済的負担を軽減し、運動教室に参加しやすい環境づ
くりを図り、保健指導の効果を高めることができる。 保健事業費

目

款

項

所属
<2014> <7> <8-2-1-2>
年度 会計 区分

<101>

新規

区分名区分

大人のための運動教室利用助成事業

№

事業の目的

細
目

2 特定保健指導費

8

26 国民健康保険事業特別会計

宇陀市国民健康保険事業特別会計予算所管課 （市民環境部）101 保険年金課

事業
区分

2 特定健康診査等事業費

1 特定健康診査等事業費

事業
名

Ａ

Ｂ

Ａ－Ｂ
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平成 年度当初予算（案）　事業別シート 宇陀市26 国民健康保険事業特別会計（直診）

<2014> <13> <---> <123>
年度 会計 区分 所属

宇陀市国民健康保険事業特別会計（直診）予算

事業
区分

継続 事業名 宇陀市国民健康保険直営診療所事業

所管課 123 健康増進課 （健康福祉部）

款

区分 № 区分名

項

目

根拠条例等 宇陀市国民健康保険直営診療所条例・宇陀市国民健康保険直営診療所管理運営規則

細
目

事業の目的

国民健康保険法の規定に基づき、国民健康保険の被保険者等
住民に対し療養の給付を行うため、宇陀市国民健康保険直営診
療所を設置する。
過疎化・高齢化が進む医療過疎地域であり、交通の便も悪く総
合的な診療を行う宇陀市立病院に行くにも不便であるため、へき
地診療所において一次診療をおこない、早期に病気の原因を見
極めて、高度な医療が必要な場合は、宇陀市立病院と連携を図
り、早期治療が出来るよう医療体制の充実を促進する。
　また、往診等を行う事により、在宅医療の充実を図る。

総合計画 基本計画　第2章第2節　地域医療の充実

Ｈ26年度事業
の概要

財源の内訳　　（単位：千円）

分担金

県　費

その他 16,017

一般財源 133,839

Ｈ25
159,000現計予算額

150,200

Ｈ25

決算額又は決算見込額 （千円） 145,514

344

市　債

使用料

国　費

事 業 の コ ス ト 平成24年度（実績）

159,000当初予算額

▲ 8,800

総事業費：人件費含む （千円） 145,514 159,000

事業の成果

活動指標名 患者数

159,000

H26予算額

人件費 （人工×8,000千円）

増減額

平成25年度（見込） 特定財源の状況

備考

奈良県へき地医療対策費補助金
　　　　　　　　　　　　　　 　344千円
一般会計繰入金
　　　　　　　　　　　 　　15,453千円
長寿社会ソフト事業交付金
　　　　　　　　　　　　　　　 564千円

－

単位当たりコスト　　　　（円） 16,726 18,276

従事職員数【人工】

活動指標の算式

事業の
目　標

医療過疎地域における医療体制の充実
高齢社会における安心･安全の地域づくりの推進

8,700
単
位

活動指標の実績 8,700
単
位

人 人

Ａ

Ｂ

Ａ－Ｂ

単位：千円

診 療 収 入 120,380 総 務 費 72,950
使用料及び手数料 700 医 療 費 75,788
県 支 出 金 344 公 債 費 1,253
繰 入 金 25,953 予 備 費 209
繰 越 金 1
諸 収 入 2,822

計 150,200 計 150,200

歳　　出歳　　入

診療収入 106,009,736 円 112,755,822 円
使用料及び手数料 503,662 円 646,960 円
諸収入（除補助金等は除く） 25,106,608 円 27,463,966 円
その他 14,165,476 円 4,135,879 円

歳入合計 145,785,482 円 145,002,627 円

総務費 70,038,019 円 67,511,835 円
医療費 74,285,298 円 73,155,052 円
公債費 1,190,608 円 1,190,608 円
予備費 0 円 0 円

歳出合計 145,513,925 円 141,857,495 円

差引 271,557 円 3,145,132 円

患者数（東里） 4,300 人 4,343 人
患者数（田口） 3,930 人 4,114 人

計 8,230 人 8,457 人

Ｈ24 Ｈ23
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